
 

 
 

令和８年３月２７日 こども家庭庁 

こども家庭庁メーリングリストへ公表 

 

 

令和６年度「新生児聴覚検査の実施状況等について」 
 

 

こども家庭庁では、全国の自治体に対して、新生児聴覚検査（※１）の実施状況や新生児聴

覚検査に対する公費負担の状況等（※２）について調査を実施しておりますが、このたび、令

和６年度の調査結果をとりまとめましたので、下記のとおり公表します。 

 

 

主なポイント 

 

〇 全国1,741市区町村のうち、受検者数を集計している1,728市区町村（令和５

年度：1,723市区町村）における、出生児数に対する受検者の割合は、96.3％

（663,210人／688,975人）でした。（令和５年度 ： 96.2％（691,718人／

719,415人）） 

 

〇 初回検査を受けられなかった理由を把握している市区町村の割合は、89.2％

（1,553市区町村）でした。（令和５年度 ： 83.8％（1,459市区町村）） 

 

 最も当てはまる理由としては、「令和６年度には該当する児がいなかった」を挙げ

ている市区町村が54.1％（840市区町村）、「保護者が必要性を感じず、同意しな

かった」を挙げている市区町村が14.9％（232市区町村）、「転入、転出をしたた

め受検の有無が把握できなかった」を挙げている市区町村が8.4％（130市区町

村）等でした。 

 

〇 検査により把握した要支援児に対する療育が、遅滞なく実施されるための指導

援助を行っている市区町村の割合は、95.0％（1,654市区町村）でした。（令和５

年度 ： 93.0％（1,620市区町村）） 

 

〇 新生児聴覚検査について、公費負担を実施している市区町村（※３）の割合は、

95.2％（1,658市区町村）でした。（令和５年度 ： 90.8％（1,580市区町村）） 
 

別添  新生児聴覚検査の実施状況等について  



 

 

※１ 「新生児聴覚検査」とは、聴覚障害の早期発見・早期療育を図るために、新生児に対し

て実施する検査です。新生児聴覚検査には、おおむね生後３日以内に実施する「初回検

査」、初回検査においてリファー（要再検査）であった児を対象として、おおむね生後１

週間以内に実施する「確認検査」があります。 

また、確認検査でリファー（要再検）となった児は、生後３週間以内に先天性サイトメガ

ロウイルス感染症の検査を受けることが強く推奨されていることから、令和５年１０月

に「「新生児聴覚検査の実施について」（平成１９年１月２９日雇児母発第０１２９００２号

厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課長通知）」を改正し、同旨及びそれを踏ま

えた対応について協議するなどの対応をお願いしています。 

 

※２ 「「新生児聴覚検査の実施について」（平成１９年１月２９日雇児母発第０１２９００２号厚

生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課長通知）」において、管内の全ての新生児に

対し新生児聴覚検査が実施されるように、受検の有無を確認し、受診勧奨を行うこと、

受検結果を確認し、要支援児とその保護者に対する適切な指導援助を行うこと、検査

に係る費用について公費負担を行い、受検者の経済的負担の軽減を積極的に図ること

をお願いしています。 

また、先天性サイトメガロウイルス感染症の啓発および把握を目的として、令和６年

12月に母子健康手帳の府令様式の検査の記録（新生児聴覚検査欄）に、先天性サイト

メガロウイルス検査の項目を追加しています。 

なお、新生児聴覚検査費については、平成18 年度をもって国庫補助を廃止し、平成

19 年度より市町村に対して地方交付税措置が講じられており、市町村における新生

児聴覚検査の公費負担の実施実態を踏まえ、新生児聴覚検査費として所要の金額が計

上されております。 

 

※３ 初回検査または確認検査で公費負担を実施している市区町村をいう。 

【本件連絡先】 

こども家庭庁成育局母子保健課 石丸、古谷 

電話 03-6862-0413 



別添

○新生児聴覚検査の実施状況等について
（令和6年度における1,741市区町村の状況）
 括弧内の＊印の数字は、令和5年度における状況を示している。

１ 各児の新生児聴覚検査の受検の把握状況
（１）1,741市区町村における新生児聴覚検査（初回検査・確認検査）の受検の有無の確認方法

確認方法：（※複数回答可）
新生児訪問 1,553市区町村 (＊1,484)
乳児家庭全戸訪問 1,413市区町村 (＊1,341)
乳幼児健康診査 1,074市区町村 (＊953)
検査費用の助成 1,557市区町村 (＊1,431)
出生届 601市区町村 (＊523)
把握していない 0市区町村 (＊0)
その他 133市区町村 (＊121)

※受検者数や未受検者数には里帰り出産等で重複がある。
※不明は、出生児数から受検者数と未受検者数を引いた数としている。

受検者数（人） 未受検者数（人） 不明（人） 実施率（％）
（受検者数/  出生児数）

663,210 8,234 17,531 96.3%

(＊691,718) (＊8,003) (＊19,694) (＊96.2%)

（２）1,741市区町村のうち、初回検査の受検者数を集計している1,728市区町村（＊1,723）における児の
受検状況（図参照）

出生児数（人）

688,975

(＊719,415)

受検者数
96.3%

未受検者数
1.2%

不明者数
2.5%

図：新生児聴覚検査受検状況
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２ 各児の新生児聴覚検査等の結果の把握状況
（１）初回検査     

  各児の検査結果を集計している市区町村における検査結果の状況

パス（人） リファー（要再検査）（人）
リファー率（％）
（リファー人数/  パス人数＋リ

ファー人数）

555,038 10,957 1.9%

(＊552,583) (＊10,034) (＊1.8%)

49,426 2,088 4.1%

(＊70,211) (＊2,961) (＊4.0%)

42,098 909 2.1%

(＊51,145) (＊769) (＊1.5%)

（２）確認検査  
各児の検査結果を集計している市区町村における検査結果の状況

パス（人） リファー（要精密検査）（人）
リファー率（％）
（リファー人数/  パス人数＋リ

ファー人数）

6,343 2,888 31.3%

(＊6,315) (＊2,704) (＊30.0%)

1,268 278 18.0%

(＊1,854) (＊405) (＊17.9%)

781 488 38.5%

(＊606) (＊442) (＊42.2%)

（３）精密検査         
各児の精密検査の結果を集計している市区町村における検査結果の状況

両側難聴（人） 正常（人） 評価不能（人）（※）

683 1,878 442

(＊675) (＊1,714) (＊433)

（※）「評価不能」は精密検査が再度必要な場合をいう。

※初回検査の受検者数を集計している1,728市区町村のうち検査結果の内訳について回答のあった
1,722市区町村（＊1,721）を集計

※精密検査の受検者数を集計している1,637市区町村のうち検査結果の内訳について回答のあった
1,625市区町村（＊1,625）を集計

※確認検査の受検者数を集計している1,639市区町村のうち検査結果の内訳について回答のあった
1,637市区町村（＊1,628）を集計

検査方法不明

OAE

自動ABR

(＊802)

一側難聴（人）

777

検査方法不明

OAE

自動ABR

- 2 -



３ 初回検査を受けられなかった児に対する対策の状況（詳細は別紙１のとおり）
対策あり 1,366市区町村 (78.5%)

(74.2%))
対策なし 375市区町村 (21.5%)

(＊449市区町村 (25.8%))

対策（※複数回答可）：   
医療機関の紹介など（新生児訪問時等） 1,202市区町村 (＊1,075)
医療機関の紹介など（母子手帳交付時） 512市区町村 (＊444)
医療機関の案内（ホームページ等） 153市区町村 (＊123)
その他 165市区町村 (＊163)

なぜ初回検査を受けられなかったのか理由を把握していますか。
把握している 1,553市区町村 (89.2%)

(83.8%))
把握していない 188市区町村 (10.8%)

(＊282市区町村 (16.2%))

最も当てはまる理由：

97市区町村 (6.2%)

医療機関から適切な説明がなかった 14市区町村 (0.9%)
保護者が必要性を感じず、同意しなかった 232市区町村 (14.9%)
保護者の経済的な理由で、同意しなかった 30市区町村 (1.9%)
転入、転出をしたため受検の有無が把握できなかった 130市区町村 (8.4%)
NICU等に長期入院していたため受検の有無が把握できなかった 113市区町村 (7.3%)
新生児期に死亡したため、受検の有無が確認できなかった 42市区町村 (2.7%)
令和6年度には該当する児がいなかったため 840市区町村 (54.1%)
その他 55市区町村 (3.5%)

児が聴覚検査の機器がない医療機関で生まれた、もしくは自宅分
娩だった

(＊1,292市区町村

(＊1,459市区町村
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４ 要支援児に対する指導援助の状況 （詳細は別紙１のとおり）
指導援助あり 1,654市区町村 (95.0%)

(93.0％))
指導援助なし 87市区町村 (5.0%)

(＊121市区町村 (7.0％))

指導援助の内容：(※複数回答可)
健診や個別訪問等により継続的に把握 1,627市区町村 (＊1,572)
相談支援や教室等の実施 681市区町村 (＊564)
検査機関や療育機関の連絡調整 998市区町村 (＊861)
都道府県との情報共有 323市区町村 (＊232)
その他 111市区町村 (＊113)

５ 市区町村の公費負担実施状況 
（１）市区町村の公費負担実施状況（詳細は別紙２、３のとおり）

※初回検査または確認検査に公費負担を実施している市区町村
令和6年度実施 1,658市区町村 (＊1,580)

初回検査 1,657市区町村 (＊1,580)
確認検査 683市区町村 (＊655)

※初回検査および確認検査の公費負担をいずれも未実施の市区町村の今後の公費負担実施予定
令和7年度から実施（予定） 34市区町村
令和8年度から実施予定 8市区町村
検討中 32市区町村
未定 9市区町村

（２）初回検査（1,657市区町村（95.2%））（＊1,580（90.8％）） （詳細は別紙１のとおり）

公費負担（定額） 公費負担（その他） 自動ABR OAE

1,240 137 1,657 1,515

(＊1,217) (＊99) (＊1,580) (＊1,452)

【公費負担（その他）の具体例】
・非課税世帯等のみ公費負担
・初回検査・確認検査合算で上限額を設定
・検査費用の一定割合を負担

公費負担実施市区町村数
公費負担の対象となる検査方法

（市区町村数）

(＊1,620市区町村

全額公費負担

280

(＊264)
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【公費負担額・検査方法別の市区町村の分布状況】
初回検査公費負担額内訳（市区町村数、（ ）内は割合）
（「全額公費負担（280）」と「公費負担（定額）（1,240）」の内訳）

 ※内訳は小数点以下第２位を四捨五入しているため、内訳を合計しても100%とはならないことがある。

（平均公費負担額） 4,188円 (＊4,171円)
うち自動ABR平均負担額 4,612円 うちOAE平均負担額 3,709円
※公費負担（定額）で金額が明示されている市区町村について集計

（３）確認検査（683市区町村（39.2%））（＊655（37.6％））

公費負担（定額） 公費負担（その他） 自動ABR OAE

389 120 683 568

(＊375) (＊107) (＊655) (＊545)

①    全額

②    5,000円以上

③    4,000円以上5,000円未満

④    3,000円以上4,000円未満

(＊516(38.1％))

280(18.4%)

(＊264(17.8％))

1(0.1%)

⑥    1,000円以上2,000円未満

⑦    1,000円未満

(＊6(0.4％))

1(0.1%)

(＊0(0.0％))

1,520(100.0%)

(＊1,481(100.0％))

合計

74(4.9%)

(＊74(5.0％))

2(0.1%)

⑤    2,000円以上3,000円未満 140(10.1%)

(＊134(9.9％))

114(8.2%)

(＊119(8.8％))

611(40.2%)

(＊582(39.3％))

103(6.8%)

(＊101(6.8％))

449(29.5%)

(＊454(30.7％))

自動ABR OAE

249(18.0%)

(＊223(16.4％))

355(25.6%)

(＊350(25.8％))

15(1.1%)

(＊13(1.0％))

512(36.9%)

(＊1(0.1％))

1,386(100.0%)

(＊1,356(100.0％))

公費負担の対象となる検査方法
（市区町村数）

公費負担実施市区町村数

全額公費負担

174

(＊173)
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【公費負担額・検査方法別の市区町村の分布状況】
確認検査公費負担額内訳（市区町村数、（ ）内は割合）
（「全額公費負担（174）」と「公費負担（定額）（389）」の内訳）

  ※内訳は小数点以下第２位を四捨五入しているため、内訳を合計しても100%とはならないことがある。

（平均公費負担額） 4,554円 (＊4,534円)
うち自動ABR平均負担額 5,151円 うちOAE平均負担額 3,824円
※公費負担（定額）で金額が明示されている市区町村について集計

OAE

141(30.9%)

23(5.0%)

(＊13(2.9％))

(＊4(0.9％))

148(32.4%)

(＊147(33.3％))

47(10.3%)

(＊49(11.1％))

(＊131(29.6％))

93(20.4%)

(＊98(22.2％))

20(3.6%)

(＊23(4.2％))

0(0.0%)

(＊0(0.0％))

自動ABR

174(30.9%)

(＊173(31.6％))

231(41.0%)

⑦    1,000円未満

合計

0(0.0%)

(＊0(0.0％))

563(100.0%)

(＊548(100.0％))

5(1.1%)

0(0.0%)

(＊0(0.0％))

457(100.0%)

(＊442(100.0％))

⑤    2,000円以上3,000円未満

⑥    1,000円以上2,000円未満

(＊208(38.0％))

9(1.6%)

(＊12(2.2％))

129(22.9%)

(＊132(24.1％))

①    全額

②    5,000円以上

③    4,000円以上5,000円未満

④    3,000円以上4,000円未満
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６ 先天性CMV感染症の検査について
（１）先天性CMV感染症の検査の受検の把握状況

確認検査でリファー（要再検査）であった場合、先天性CMV感染症の検査の受検有無について

把握している 687市区町村 (39.5%)
把握していない 1,054市区町村 (60.5%)

※受検者数や未受検者数には里帰り出産等で重複がある。
※不明は、確認検査リファー者数から受検者数と未受検者数を引いた数としている。

受検者数（人） 未受検者数（人） 不明（人）
実施率（％）

（受検者数/  確認検査リ
ファー者数）

221 32 126 58.3%

陰性（人） その他・不明（人）

142 2511

確認検査リファー
者数（人）

379

（２）先天性CMV感染症の検査の受検状況

（３）先天性CMV感染症の検査結果
先天性CMV感染症の検査の受検者数を集計している439市区町村のうち、
先天性CMV感染症の検査の結果を集計している421市区町村における児の検査結果

先天性CMV感染症の検査の受検者数を集計している439市区町村における児の受検状況

陽性（人）
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新生児聴覚検査の実施状況等について（令和６年度）

市区町村数
(B)

割合
(B)/(A)

市区町村数
(C)

割合
(C)/(A)

市区町村数
(D)

割合
(D)/(A)

市区町村数
(B)

割合
(B)/(A)

市区町村数
(C)

割合
(C)/(A)

市区町村数
(D)

割合
(D)/(A)

北 海 道 179 178 99.4% 151 84.4% 168 93.9% ○ 滋 賀 県 19 19 100.0% 16 84.2% 18 94.7% ○

青 森 県 40 39 97.5% 30 75.0% 40 100.0% ○ 京 都 府 26 26 100.0% 16 61.5% 26 100.0% ○

岩 手 県 33 33 100.0% 19 57.6% 32 97.0% ○ 大 阪 府 43 42 97.7% 32 74.4% 40 93.0% ○

宮 城 県 35 34 97.1% 22 62.9% 34 97.1% ○ 兵 庫 県 41 41 100.0% 41 100.0% 41 100.0% ○

秋 田 県 25 24 96.0% 15 60.0% 23 92.0% ○ 奈 良 県 39 38 97.4% 31 79.5% 36 92.3% ○

山 形 県 35 35 100.0% 27 77.1% 35 100.0% ○ 和 歌 山 県 30 22 73.3% 23 76.7% 29 96.7% ○

福 島 県 59 59 100.0% 58 98.3% 59 100.0% ○ 鳥 取 県 19 19 100.0% 10 52.6% 17 89.5% ○

茨 城 県 44 44 100.0% 35 79.5% 40 90.9% ○ 島 根 県 19 18 94.7% 14 73.7% 19 100.0% ○

栃 木 県 25 25 100.0% 25 100.0% 25 100.0% ○ 岡 山 県 27 27 100.0% 27 100.0% 27 100.0% ○

群 馬 県 35 35 100.0% 28 80.0% 34 97.1% ○ 広 島 県 23 23 100.0% 17 73.9% 20 87.0% ○

埼 玉 県 63 63 100.0% 53 84.1% 58 92.1% ○ 山 口 県 19 19 100.0% 13 68.4% 19 100.0% ○

千 葉 県 54 54 100.0% 38 70.4% 40 74.1% ○ 徳 島 県 24 24 100.0% 20 83.3% 21 87.5% ○

東 京 都 62 62 100.0% 52 83.9% 57 91.9% ○ 香 川 県 17 17 100.0% 17 100.0% 16 94.1% ○

神 奈 川 県 33 33 100.0% 29 87.9% 33 100.0% ○ 愛 媛 県 20 20 100.0% 11 55.0% 17 85.0% ○

新 潟 県 30 26 86.7% 20 66.7% 30 100.0% ○ 高 知 県 34 34 100.0% 30 88.2% 34 100.0% ○

富 山 県 15 14 93.3% 8 53.3% 15 100.0% ○ 福 岡 県 60 47 78.3% 48 80.0% 60 100.0% ○

石 川 県 19 19 100.0% 10 52.6% 19 100.0% ○ 佐 賀 県 20 10 50.0% 17 85.0% 19 95.0% ○

福 井 県 17 17 100.0% 16 94.1% 17 100.0% ○ 長 崎 県 21 21 100.0% 9 42.9% 20 95.2% ○

山 梨 県 27 27 100.0% 24 88.9% 27 100.0% ○ 熊 本 県 45 30 66.7% 32 71.1% 41 91.1% ○

長 野 県 77 75 97.4% 73 94.8% 74 96.1% ○ 大 分 県 18 18 100.0% 18 100.0% 18 100.0% ○

岐 阜 県 42 42 100.0% 37 88.1% 42 100.0% ○ 宮 崎 県 26 26 100.0% 15 57.7% 25 96.2% ○

静 岡 県 35 35 100.0% 35 100.0% 35 100.0% ○ 鹿 児 島 県 43 43 100.0% 33 76.7% 42 97.7% ○

愛 知 県 54 54 100.0% 31 57.4% 52 96.3% ○ 沖 縄 県 41 17 41.5% 20 48.8% 31 75.6% ○

三 重 県 29 29 100.0% 20 69.0% 29 100.0% ○ 計 1,741 1,657 95.2% 1,366 78.5% 1,654 95.0% 47

※「協議会」とは、都道府県管内の市区町村において、新生児に対する検査が適切に実施され、検査により把握された要支援児及びその保護者に対する多面的な支援が円滑に行われるよう、関係機関・関係団体から構成し、都道府県単位で連携
体制を構築するためのものである。

都道府県名
市区町村数
(A)

公費負担を実施
（初回検査）

検査を受けられなかった
児に対する対策を実施

要支援児に対する
指導援助を実施

都道府県の
協議会設置
の有無
（※）

都道府県名
市区町村数
(A)

公費負担を実施
（初回検査）

検査を受けられなかった
児に対する対策を実施

要支援児に対する
指導援助を実施

都道府県の
協議会設置
の有無
（※）
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都道府県別公費負担実施状況（表）

都道府県名 市区町村数
公費負担
実施

R７年度から
実施（予定）

R８年度から
実施予定

検討中 未定 都道府県名 市区町村数
公費負担
実施

R７年度から
実施（予定）

R８年度から
実施予定

検討中 未定

北 海 道 179 178 1 0 0 0 滋 賀 県 19 19 0 0 0 0

青 森 県 40 39 1 0 0 0 京 都 府 26 26 0 0 0 0

岩 手 県 33 33 0 0 0 0 大 阪 府 43 42 1 0 0 0

宮 城 県 35 34 0 0 1 0 兵 庫 県 41 41 0 0 0 0

秋 田 県 25 24 0 0 1 0 奈 良 県 39 38 1 0 0 0

山 形 県 35 35 0 0 0 0 和 歌 山 県 30 22 8 0 0 0

福 島 県 59 59 0 0 0 0 鳥 取 県 19 19 0 0 0 0

茨 城 県 44 44 0 0 0 0 島 根 県 19 18 0 0 1 0

栃 木 県 25 25 0 0 0 0 岡 山 県 27 27 0 0 0 0

群 馬 県 35 35 0 0 0 0 広 島 県 23 23 0 0 0 0

埼 玉 県 63 63 0 0 0 0 山 口 県 19 19 0 0 0 0

千 葉 県 54 54 0 0 0 0 徳 島 県 24 24 0 0 0 0

東 京 都 62 62 0 0 0 0 香 川 県 17 17 0 0 0 0

神 奈 川 県 33 33 0 0 0 0 愛 媛 県 20 20 0 0 0 0

新 潟 県 30 26 2 0 1 1 高 知 県 34 34 0 0 0 0

富 山 県 15 15 0 0 0 0 福 岡 県 60 47 11 0 2 0

石 川 県 19 19 0 0 0 0 佐 賀 県 20 10 3 7 0 0

福 井 県 17 17 0 0 0 0 長 崎 県 21 21 0 0 0 0

山 梨 県 27 27 0 0 0 0 熊 本 県 45 30 2 0 6 7

長 野 県 77 75 2 0 0 0 大 分 県 18 18 0 0 0 0

岐 阜 県 42 42 0 0 0 0 宮 崎 県 26 26 0 0 0 0

静 岡 県 35 35 0 0 0 0 鹿 児 島 県 43 43 0 0 0 0

愛 知 県 54 54 0 0 0 0 沖 縄 県 41 17 2 1 20 1

三 重 県 29 29 0 0 0 0 計 1,741 1,658 34 8 32 9

※公費負担実施市区町村は、初回検査または確認検査で公費負担実施をしている市区町村をいう。
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 ※公費負担実施市区町村は、初回検査または確認検査で公費負担を実施している市区町村をいう。 
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都道府県別公費負担実施状況（図）

公費負担

実施

R７年度から

実施（予定）

R８年度から

実施予定

検討中 未定
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